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第１章 計画の概要

第１節 計画策定の趣旨

１ 環境質の状況

当地域は、兵庫県の南部に位置し、東西に幹線道路、鉄道が貫通し、海陸交通の要衝

である。このため、早くから工業化が進み、重化学工業を中心にわが国有数の工業地帯

として発展し、人口も着実に増加してきた。

一方、産業活動が活発化し、人口が集積した結果、大気汚染や水質汚濁等の公害が広

域化、深刻化してきた。このような状況のもと、兵庫県東部地域において、昭和47年度

から、播磨南部地域において、昭和48年度から、また、神戸地域においては、昭和49年

度から、それぞれ４度にわたり、公害防止計画を策定し、実施してきた。

さらに、平成４年度からは、これら３地域を一本化し、兵庫地域公害防止計画として

２度にわたり計画を策定し、公害の防止に関する諸施策を推進してきたところである。

当地域の環境は、公害防止に関する諸施策の推進により、全般に長期的には改善の傾

向が見られるものの、さらに改善を要する状況にある。平成13年度における環境質の状

況は次のとおりである。

(1) 大気汚染

二酸化硫黄については、一般大気測定局47局、自動車排出ガス測定局11局のすべ

てにおいて長期的評価で環境基準を達成している。

二酸化窒素については、一般大気測定局においては49局のすべてにおいて環境基

準を達成している（0.06ppm超過の局はなく、0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内の

局が25局、0.04ppm未満の局が24局 。自動車排出ガス測定局においては25局中４局）

で環境基準を達成していない（0.06ppm超過の局が４局、0.04ppmから0.06ppmまでの

ゾーン内の局が21局、0.04ppm未満の局はない 。）

浮遊粒子状物質については、一般大気測定局において、長期的評価は49局中10局

で、短期的評価は48局で環境基準を達成していない。自動車排出ガス測定局におい

ては長期的評価は17局中10局で、短期的評価は全局で環境基準を達成していない。

光化学オキシダントについては、43測定局全局で環境基準を達成していない。

一酸化炭素については、一般大気測定局２局、自動車排出ガス測定局23局のすべ

てにおいて環境基準を達成している。

ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレンについては、一般大気測

定局８局、自動車排出ガス測定局３局のすべてにおいて環境基準を達成している。

ダイオキシン類については、一般大気測定局19局のすべてにおいて環境基準を達

成している。
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(2) 水質汚濁

健康項目については、222測定地点のうち216地点で環境基準を達成している。環

境基準を達成していない項目は、砒素、ふっ素及びほう素であり、これらは地質等

による自然的な影響である。

生活環境項目については、河川（ＢＯＤ）において25水域中４水域で、海域（Ｃ

ＯＤ）においては19水域中６水域で環境基準を達成していない。

海域の窒素・燐については、大阪湾においては全窒素、全燐ともに３水域中２水
りん りん

域で環境基準を達成しておらず、播磨灘においては、全窒素、全燐ともに４水域の
りん

すべてで環境基準を達成している。

湖沼（ＣＯＤ）については、１水域において測定しており、環境基準を達成して

いない。

また、過去10年間の水質汚濁の推移を環境基準適合状況で見ると、河川では長期

的に良化傾向にあり、海域では横ばい傾向にある。湖沼では変動はあるものの長期

的にはほぼ横ばいである。

地下水については、調査井戸186本のうち34本の井戸で環境基準を超えており、こ

れらは、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、1,1－ジクロロエチレン、シ

ス－1,2－ジクロロエチレン、鉛、砒素、硝酸性窒素・亜硝酸性窒素及びふっ素のい

ずれかが超過したことによるものである。このうち、鉛、砒素及びふっ素の汚染原

因は自然由来と考えられる。

(3) 騒音、振動及び悪臭

一般地域の騒音については、376測定地点のうち、67地点で環境基準を達成してい

ない。

自動車騒音については、168測定地点のうち72地点で全時間帯で環境基準を達成し

ておらず、要請限度が評価できる65地点中5地点で要請限度超過が見られた。

新幹線鉄道騒音については 27測定地点のうち10地点で 航空機騒音については、 、 、

12測定地点のうち４地点で環境基準を達成していない。

また、苦情件数では、騒音に係るものが605件(55％)と最も多く、次いで悪臭412

件(37％ 、振動86件(８％)となっている。）

２ 計画策定理由

当地域には、このように、依然として改善すべき課題が残されていることから、今後

も引き続き総合的な公害防止対策を講じていく必要がある。

このため、本公害防止計画は、環境への負荷をできる限り低減し、公害の早急な解決

を図るとともに 公害の未然防止の徹底に努めることにより 地域住民の健康を保護し、 、 、

生活環境を保全する計画として策定するものである。
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第２節 地域の範囲

公害防止計画を策定する地域は、兵庫県の区域のうち、神戸市、姫路市、尼崎市、明石

市、西宮市、芦屋市、伊丹市、加古川市、宝塚市、高砂市、川西市及び播磨町の区域（平

成14年６月28日現在の区域）とする （図１－２－１参照）。
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第３節 計画の目標

当地域における汚染物質等の項目ごとの目標は表１－３－１に示すとおりであり、各種

の公害防止施策等の推進により、目標が平成18年度末を目途に達成されるよう努めるもの

として本計画を策定する。

なお、環境基本法第16条に基づく環境基準等が設定または改定された場合及び新たに環

境基準等の超過が生じた場合は、当該環境基準等に係る部分を変更した別表をもって本計

画の別表とみなす。

表１－３－１ 計画の目標

区分 目 標 適用区域 備 考

１ 「大気汚染防止に係る環境基準について」(昭和48年5月8日環境庁告示第2 工業専用地
5号)第１に定める環境基準 域、車道そ

大 の他一般公
浮遊粒子状物質 １時間値の１日平均値が0.10mg/m以下であり、か 衆が通常生

3

気 つ、１時間値が0.20mg/m以下であること。 活していな
3

い地域又は
汚 光化ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ １時間値が0.06ppm 以下であること。 場所以外の

区域
染 「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年7月11日環境庁告
示第38号)第１に定める環境基準及び第２の２

二酸化窒素 １時間値の１日平均値が0.04ppm から0.06ppmまで
のゾーン内又はそれ以下であること。

２ ① ア 地下水 全公共用水
「地下水の水質の汚濁に係る環境基準値について」(平成9年3月13日環境 域

水 人 庁告示第10号)第１に定める基準値
の 全計画区域
健 項 目 基準値
質 康
の シス－1,2－ ジクロロエチレン 0.04mg/l以下
保
汚 護 １，１－ジクロロエチレン 0.02mg/l以下
に
関 トリクロロエチレン 0.03mg/l以下
濁 す
る テトラクロロエチレン 0.01mg/l以下
項
目 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/l以下
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区分 目 標 適用区域 備 考

２ ② ア 河川 水質汚濁に
「 」水質汚濁に係る環境基準について (昭和46年12月28日環境庁告示第59号) 係る環境基

水 生 第１の２の(1)に定める基準値 準の水域類
活 型が指定さ
環 項目 基準値 れている水
質 境 利用目的の適応性 域
の 生物化学的酸素
保 類型 要求量(BOD)
汚 全
に ＡＡ 水道１級、自然環境保全及びＡ以下の欄 １mg/l 以下
関 に掲げるもの
濁 す
る Ａ 水道２級、水産１級、水浴及びＢ以下の ２mg/l 以下
項 欄に掲げるもの
目

Ｂ 水道３級、水産２級及びＣ以下の欄に掲 ３mg/l 以下
げるもの

Ｃ 水産３級、工業用水１級及びＤ以下の欄 ５mg/l 以下
に掲げるもの

Ｄ 工業用水２級、農業用水及びＥの欄に掲 ８mg/l 以下
げるもの

Ｅ 工業用水３級環境保全 10mg/l 以下

イ 湖沼
「 」水質汚濁に係る環境基準について (昭和46年12月28日環境庁告示第59号)
第１の２の(1)に定める基準値

項目 基準値
利用目的の適応性

化学的酸素要求
類型 量(COD)

ＡＡ 水道１級、水産１級、自然環境保全及び １mg/l 以下
Ａ以下の欄に掲げるもの

Ａ 水道２、３級、水産２級、水浴及びＢ以 ３mg/l 以下
下の欄に掲げるもの

Ｂ 水産３級、工業用水１級、農業用水及び ５mg/l 以下
Ｃ以下の欄に掲げるもの

Ｃ 工業用水２級、環境保全 ８mg/l 以下

ウ 海域
「 」水質汚濁に係る環境基準について (昭和46年12月28日環境庁告示第59号)
第１の２の(1)に定める基準値

項目 基準値
利用目的の適応性

化学的酸素要求
類型 量(COD)

Ａ 水産１級、水浴、自然環境保全及びＢ以 ２mg/l 以下
下の欄に掲げるもの

Ｂ 水産２級、工業用水及びＣの欄に掲げる ３mg/l 以下
もの

Ｃ 環境保全 ８mg/l 以下
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区分 目 標 適用区域 備 考

２ ② 水質汚濁に
項目 基準値 係る環境基

水 生 利用目的の適応性 準の水域類
活 類型 全窒素 全 燐 型が指定さ
環 れている水
質 境 Ⅰ 自然環境保全及びⅡ以下 0.2mg/l 以下 0.02mg/l 以下 域
の の欄に掲げるもの(水産2
保 種及び3種を除く｡)
汚 全
に Ⅱ 水産１種、水浴及びⅢ以 0.3mg/l 以下 0.03mg/l 以下
関 下の欄に掲げるもの( 2水産 種
濁 す 3 ｡)及び 種を除く
る
項 Ⅲ 水産２種及びⅣの欄に掲 0.6mg/l 以下 0.05mg/l 以下
目 げるもの(水産3種を除

く｡)

Ⅳ 水産３種、工業用水、生 1mg/l 以下 0.09mg/l 以下
物生息環境保全

３ 「土壌の汚染に係る環境基準について （平成３年８月23日環境庁告示第 全計画区域」 環境基準に適合
46号第１に定める基準値 （汚染がも しない土壌につ

土 っぱら自然 ､いては 汚染の
項 目 基 準 値 的原因によ ､程度や広がり

壌 ることが明 影響の態様等に
全シアン 検液中に検出されないこと。 らかである 応じて可及的速

汚 と認められ やかにその達成
鉛 検液１lにつき0.01mg以下であること。 る場所及び 維持に努めるも

染 原材料の堆 ｡のとする
六価クロム 検液１lにつき0.05mg以下であること。 積場、廃棄 ､なお 環境基

物の埋立地 準を早期に達成
砒素 検液１lにつき0.01mg以下であり かつ 農用地 田 その他の別、 、 （ することが見込
ひ

に限る ）においては、土壌１kgにつき15mg未満で 表の項目の。 まれない場合に
あること。 欄に掲げる ､あっては 土壌

項目に係る の汚染に起因す
総水銀 検液１lにつき0.0005mg以下であること。 物質の利用 る環境影響を防

又は処分を 止するために必
ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。 目的として 要な措置を講ず

現にこれら ｡るものとする
ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液１lにつき0.04mg以下であること。 を集積して

いる施設に
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液１lにつき0.03mg以下であること。 係る土壌に

ついては、
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液１lにつき0.01mg以下であること。 適用しな

い ）。
ベンゼン 検液１lにつき0.01mg以下であること。

セレン 検液１lにつき0.01mg以下であること。

４ ① 「騒音に係る環境基準について」(平成10年9月30日環境庁告示第64号)第 「環境基準 達成期間等につ
１に定める基準値 に係る水域 いては、道路に

騒 環 ア 一般地域 及び地域の 面する地域以外
境 指定権限の の地域について
音 騒 時 間 の 区 分 委任に関す ､は 環境基準の
音 地域の類型 る政令 平」（ 施行後直ちに達

昼間 夜間 成５年11月 ､成され 又は維
19日政令37 持されるよう努

ＡＡ 療養施設、社会福祉施設等が集 50ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 40ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 1号）に基 めるものとす
合して設置される地域など特に 以下 以下 づき、知事 ｡る
静穏を要する地域 又は市長が 既設の道路に

地域の区分 面する地域につ
Ａ及びＢ Ａ：専ら住居の用に供される地域 55ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 45ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ごとに指定 ､いては 関係行

Ｂ：主として住居の用に供される 以下 以下 する地域 政機関及び関係
地域 地方公共団体の

協力の下に自動
Ｃ 相当数の住居と併せて商業、工 60ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 50ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ､車単体対策 道

業等の用に供される地域 以下 以下 ､路構造対策 交
通流対策 沿道､
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区分 目 標 適用区域 備 考

４ ① イ 道路に面する地域 対策等を総合的
に実施すること

騒 環 基準値 ､により 環境基
境 地域の類型 10準の施行後
音 騒 昼間 夜間 年以内を目途と
音 ､して達成され
Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路 60ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 55ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 又は維持される
に面する地域 以下 以下 よう努めるもの

とする｡
Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路 65ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 60ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ､ただし 幹線
に面する地域及びＣ地域のうち車線を有する 以下 以下 交通を担う道路
道路に面する地域 に面する地域で

あって 道路交､
車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定 通量が多くその
の幅員を有する帯状の車道部分をいう。 達成が著しく困
この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上 難な地域につい
表にかかわらず特例として次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 ､ては 対策技術

の大幅な進歩､
基準値 備考：個別の住居等において騒音の影響を受 都市構造の変革

けやすい面の窓を主として閉めた生活が営ま 等とあいまっ
昼間 夜間 れていると認められるときは、屋内へ透過す ､10て 年を超

る騒音に係る基準（昼間にあっては45ﾃﾞｼﾍﾞﾙ える期間で可及
70ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 65ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 以下、夜間にあっては40ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下）による 的速やかに達成
以下 以下 ことができる。 されるよう努め

るものとする｡

② 「航空機騒音に係る環境基準について」(昭和48年12月27日環境庁告示第 「環境基準に係る水
154号)第１に定める基準値 域及び地域の指定権
航 限の委任に関する政
空 地域の類型 基準値 令（平成５年１１月」
機 (単位WECPNL) １９日政令３７１号）
騒 に基づき、知事又は
音 Ⅰ 専ら住居の用に供される地域 70以下 市長が地域の区分ご

とに指定する地域

Ⅱ 上記以外の地域であって通常の生 75以下
活を保全する必要がある地域

③ 「新幹線鉄道騒音に係る環境基準について」(昭和50年7月29日環境庁告示 「環境基準に係る水
第46号)第１に定める基準値 域及び地域の指定権
新 限の委任に関する政
幹 地域の類型 基準値 令（平成５年１１月」
線 １９日政令３７１号）
騒 Ⅰ 主として住居の用に供される地域 70ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 に基づき、知事又は
音 市長が地域の区分ご

とに指定する地域
Ⅱ 商工業の用に供される地域等Ⅰ以 75ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下
外の地域であって通常の生活を保
全する必要がある地域
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第４節 計画の主要課題

当地域の実情にかんがみ、本計画において特に重点的に解決を図るべき主要課題は、以

下のとおりとする。

１ 交通公害

国道43号をはじめとする大気汚染及び騒音の著しい道路沿道や山陽新幹線鉄道沿線に

おける交通公害の防止を図る。

２ 河川の水質汚濁

水質汚濁の著しい河川のＢＯＤに係る水質汚濁の防止を図る。

３ 大阪湾及び播磨灘の水質汚濁

大阪湾及び播磨灘のＣＯＤに係る水質汚濁並びに大阪湾の窒素及び燐による富栄養化

の防止を図る。

４ 地下水汚染

トリクロロエチレン等による地下水汚染の防止を図る。

第５節 計画の期間

本計画の実施期間は、平成14年度から平成18年度までの５年間とする。
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第６節 関係法令による地域指定の概要

当該地域における環境保全に関する個別課題に係る関係法令による地域指定の状況は、

表１－６－１のとおりである。

表１－６－１ 公害関係地域各種地域指定等の状況
（ ）平成13年度末現在

区分 ＳＯx Ｎ 湖 水 生 騒音環境基準 騒 振 悪 工 ビ 県 農
Ｏ 沼 質 活 類型指定地域 音 動 臭 業 ル 条 用
x 水 総 排 規 規 防 用 用 例 地

総 Ｋ値 総 特 量 水 一 航 新 制 制 止 水 水 に 土
量 量 法 規 対 般 空 幹 法 法 法 法 法 よ 壌
規 規 指 制 策 騒 機 線 指 指 規 指 指 る 汚
制 制 定 地 重 音 騒 鉄 定 定 制 定 定 地 染
地 地 地 域 点 音 道 地 地 地 地 地 下 対
域 域 域 指 地 騒 域 域 域 域 域 水 策
指 指 定 域 音 採 地
定 定 取 域

規
市町名 制注5 注6 注7 注8 注8 注9 注10 注11

神戸市 ○ A:3.0 － － ○ － ○ － △ ○ ○ ○ － － － －
B:(2.92)
C:(1.17)
D:3.0

姫路市 ○ E:3.5 － － ○ － ○ － △ ○ ○ ○ － － － －
C:(1.75)

尼崎市 ○ A:3.0 － － ○ － ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ － － －
B:(2.92)
C:(1.17)

明石市 ○ E:3.5 － － ○ － ○ － △ ○ ○ ○ － － － －
C:(1.75)

西宮市 ○ A:3.0 － － ○ － ○ △ △ ○ ○ ○ △ － － －
B:(2.92)
C:(1.17)

芦屋市 ○ A:3.0 － － ○ － ○ － － ○ ○ ○ － － － －
B:(2.92)
C:(1.17)

伊丹市 ○ A:3.0 － － ○ － ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ － － －
B:(2.92)
C:(1.17)

加 古 川 ○ E:3.5 － － ○ － ○ － △ ○ ○ ○ － － － －
市 C:(1.75)

宝塚市 △ A:3.0 － － ○ － ○ △ － ○ ○ ○ － － － －
B:(2.92)
C:(1.17)
F:17.5

高砂市 ○ E:3.5 － － ○ － ○ － △ ○ ○ ○ － － － －
C:(1.75)

川西市 △ A:3.0 － － ○ － ○ △ － ○ ○ ○ － － － －
B:(2.92)
C:(1.17)
F:17.5

播磨町 ○ E:3.5 － － ○ － ○ － △ ○ ○ ○ － － － －
C:(1.75)

注）１ ○は該当する市町を示す
２ △は当該市町の区域の一部を除き該当する市町を示す
３ 「ＳＯxＫ値」のうち、( )書きは特別排出基準が適用されているもの
４ A: 昭和47年１月４日以前に設置されたもの
B: 昭和47年１月５日～昭和49年３月31日に設置されたもの
C: 昭和49年４月１日以降に設置されたもの
D: 神戸市のうち垂水区、西区、北区に設置されたもの
E: 昭和49年３月31日以前に設置されたもの
F: 宝塚市及び川西市の一部に設置されたもの
５ 昭和51年９月28日地域指定
６ ＣＯＤ：昭和54年６月12日地域指定、窒素及びりん：平成13年12月１日地域指定
７ 平成47年４月25日地域指定
８ 昭和51年７月２日地域指定
９ 昭和44年４月30日地域指定
10 昭和52年11月１日地域指定
11 昭和48年４月１日地域指定（但し、神戸市については、昭和48年４月10日地域指定）




